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（様式１－１） 

国立大学法人京都工芸繊維大学の中期目標・中期計画一覧表 
（法人番号 ５４）   （大学名） 京都工芸繊維大学 

中期目標 中期計画 
整理 
番号 

（前文）大学の基本的な目標 

 

１．長期ビジョン－本学の目指すところ－ 

本学は、その前身校の時代から、工芸学と繊維学にかかわる幅広

い分野で、京都の伝統文化・産業と深いかかわりを持ちながら、常

に世の中に新しい価値を生み出す「ものづくり」にかかわる実学を

中心とした教育研究を行い、また、近年においては、自然環境との

調和を意識しつつ、人を大切にする科学技術を目指す教育研究を行

い、広く社会や産業界に貢献してきた。 

21 世紀の知識基盤社会が進展する中、我が国では少子高齢化や人

口減少、産業構造の転換等の諸課題を抱えており、同時に世界的に

は環境問題やエネルギー問題など地球存亡の課題に直面している。

本学は、これらの諸課題を解決するための教育研究を行い、第２期

中期目標期間までの成果を踏まえ、豊かな感性を涵養する国際的工

科系大学を目指す。 

本学は、これまでに果たしてきた役割を踏まえつつ、長い歴史の

中で培った学問的蓄積の上に立って、「人間と自然の調和」、「感

性と知性の融合」及び「高い倫理性に基づく技術」を目指す教育研

究によって、困難な課題を解決する能力と高い倫理性・豊かな感性

をもった国際的高度専門技術者を育成する。 

 

２．長期ビジョンの実現に向けて 

20 世紀の過度の「分析主義」への反省から、21 世紀の科学技術に
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は、「総合的視点」に基づく新しいパラダイムが求められている。

この新しいパラダイムは、「限りある自然と人間の共生」、「人

間相互の共生」を追求し、また「持続的社会の構築」という課題に

応えるためのものでなければならない。 

このような状況を踏まえ、本学は、ものづくりの要である

「知」、「美」、「技」を京都の地において探求する教育研究体制

によって、それぞれの専門分野の水準を高め、同時に互いに刺激し

あって総合的視野に立ち、人に優しい工学「ヒューマン・オリエン

ティッド・テクノロジー」の確立を目指す。 

このため、以下の５つの目標の達成を目指し、長期ビジョンの実

現に取り組む。 

① 国際舞台でリーダーシップを持って活躍できる豊かな感性を備

えた創造的技術者の育成 

② 科学と芸術の融合による新しいサイエンスとテクノロジーの開

拓 

③ 特定分野において卓越した人材を惹き付け知識・技術を生み出

す世界的研究教育拠点の形成 

④ 研究成果の社会実装化による新たな社会的・公共的・経済的価

値の創造 

⑤ 地域社会、産業界の要請に的確に対応できる教育研究活動の展

開 

 

３．中期目標設定の基本的考え方と取組みのねらい 

第３期中期目標期間を長期ビジョンの実現に向けた飛躍的発展期

と捉え、本学の強みや特色、社会的な役割を踏まえ、この期間に重

点的に取り組むべき事業を、教育、研究、管理運営などの側面に照

らして、事項ごとに抽出し、それぞれの目標を第３期中期目標とし

て設定する。 

具体的な計画策定に当たり、特に留意した点は次のとおりであ
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る。 

① グローバル化に対応した教育の高度化 

② イノベーション創出のための研究活動の活性化 

③ 地域活性化のための拠点機能の強化 

④ 本学の強みや特色の強化を実現するための組織や制度の構造改

革 

 

国立大学法人京都工芸繊維大学の第３期中期目標・中期計画は、

以下のとおりである。 

 

◆ 中期目標の期間及び教育研究組織 

１ 中期目標の期間 

平成 28 年４月１日から平成 34 年３月 31 日までの６年間 

 

２ 教育研究組織 

この中期目標を達成するため、別表１に記載する学部、研究科

を置く。 

 

  

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標 

（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標 

 

  ○ 第２期中期目標期間までに構築してきた学部・大学院一貫型

の教育をさらに推進し、地域社会のグローバル化を牽引する

ことのできる国際的高度専門技術者を育成するための体系的

な教育課程を編成する。 

 

 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置 

 

 ○ 国際的に活躍できる高度専門技術者を育成するため、学士課程から博

士前期課程までの６年一貫教育の実質化を図る（学部３年次までに学

士課程の基盤となる専門科目を学生に修得させるとともに、学部４年

次生へ博士前期課程の授業科目を提供する等）ことなどにより、「３

×３構造改革」（学士・修士・博士の学年構造を実質「３年×３」と

する教育プログラム）を推進し、完成させる。 

  ○ 本学が養成する TECH LEADER 像（専門的な知識・技術を有し、自らの

 

 

 

 

1-1 

 

 

 

 

 

1-2 
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  ○ 課題解決能力や豊かな感性をもった国際的に活躍できる高度

専門技術者を育成するために、実践的な方法による教育を充

実させる。 

専門性を発揮して、チームのメンバーとともに解決策を提案・実行で

きる人材）に求められる能力に基づき、ディプロマポリシーを改定

し、体系的なカリキュラムを構築する。 

  ○ 学士課程で 30％以上の学生に、大学院課程で 60％以上の学生にＴＯＥ

ＩＣ730 点以上（又はこれに相当する能力）を取得させるとともに、４

技能（聞く・話す・読む・書く）の円滑な発達を保証することを目指

し、成果の上がる授業、課外セミナー、本学が独自開発したコンピュ

ータベース英語スピーキングテストの定期実施などを有機的に統合し

た「英語鍛え上げプログラム」を展開する。 

  ○ 学士課程において、全ての学生に自らが専攻する専門分野とは別に、

人文・社会・自然にわたる幅広く普遍的な知を学習させ、倫理観や歴

史観、国際的な視野など人間形成に必要な教養教育を提供する。ま

た、学士課程学生の多様な関心・学習要求に応えるため、京都にある

文系・理工学系・医学系の異なる個性の３大学が連携する教養教育共

同化を推進する。 

  ○ 大学院課程において、海外インターンシップ等の推進及び英語による

授業を行う国際科学技術コースを発展的に改組し、新たにグローバル

コース（英語による授業のみで修了でき、海外インターンシップへの

参加を必須とするコース）の設置やジョイントディグリーを２プログ

ラム以上導入することにより教育の国際化を推進する。 

  ○ 大学院課程において、教養教育に係るポリシーを明確にし、デザイン

や芸術、経営、材料、化学等に加え、京都の伝統文化に関する科目な

ど、多様な分野を俯瞰的に理解し、自らの専門分野でイノベーション

を創出し展開する能力を修得させるために、ポリシーに基づいた分野

横断型の大学院教養教育プログラムを提供する。 

 

  ○ 海外の企業及び研究機関等における最先端の研究開発・技術開発、協

定校での講義等におけるＴＡ（ティーチング・アシスタント）体験、

協定校との共同プロジェクトやワークショップによる実践的国際協力

 

 

 

1-3 

 

 

 

 

 

1-4 

 

 

 

 

 

1-5 

 

 

 

 

1-6 

 

 

 

 

 

2-1 
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  ○ 教育課程や学習成果の可視化、厳格な成績評価、海外からの

留学生の受入推進等の観点から、国際通用性の高い教務シス

テムを構築する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・協働体験等を実施するための海外インターンシップ科目や地域課題

から国際課題までをテーマにした課題発見・解決型科目などの実践型

の授業科目を充実させる。 

  ○ 外国人教員や外国での教育研究歴のある日本人教員が所属する研究室

を中心に、「国際化モデル研究室」（常時、留学生やポスドクが複数

名在籍し、国際学会での発表等の積極的な国際活動により、学内の国

際化を牽引する研究室）を毎年５研究室以上指定し、海外学会での発

表や国際的コンテストへの応募等の国際的な活動を推進する。 

 

  ○ 平成 28 年度中に科目ナンバリングの導入に向けた検討を完了し、平成

29 年度に教務システムの改修を行うなど、授業科目の実施主体、レベ

ル、学術分野などを表す科目ナンバリング制度を平成 30 年度までに導

入する。（年次進行により平成 32 年度には全ての科目に対して設定を

完了する。）導入後も、科目ナンバリングによるカリキュラムの分野

や科目の偏りを継続的に点検し、教育課程等の見直しを行う。 

  ○ 日本語と英語でシラバスの全項目を併記するなど、留学生と日本人学

生の双方に益する国際化を推進するため、教務システムの英語環境を

整備する。システムの改修により、大学院のシラバスは平成 29 年度、

学部のシラバスは平成 31 年度までに全項目の日英併記への対応を完了

する。 

  ○ 平成 29 年度までに学士課程におけるＧＰＡ（グレード・ポイント・ア

ベレージ）の活用方法の見直しや分野別等の調査・分析を行い、教育

改善に活用するとともに、平成 31 年度までに大学院博士前期課程にお

ける成績指標に係る諸課題（履修科目の偏り等）に対する対策を講じ

たうえで、ＧＰＡを大学院博士前期課程に導入する。 

  ○ 第２期中期目標期間に試行実施したクォーター制についての効果を検

証したうえで、セメスター制とのバランスに配慮しながら、大学院課

程におけるクォーター制導入科目を 60％以上に推進するなど、柔軟な

学事暦の運用により、学習機会の増加、学習効果の向上を図る。 

 

 

 

2-2 

 

 

 

 

 

3-1 

 

 

 

 

 

3-2 

 

 

 

 

3-3 

 

 

 

 

3-4 
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（２）教育の実施体制等に関する目標 

 

 ○ 本学の特色・強みの強化、グローバル化の推進に向けて、優

秀な若手、外国人等の教員の重点配置を行う。 

 

 

 

  ○ 学生が主体的に学習できる環境を整備する。 

 

 

 

 

 

  ○ 教育の質を多様な手段で検証し、改善・向上させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）学生への支援に関する目標 

 

（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

 

  ○ 「デザイン・建築」、「繊維・高分子」及び「グリーンイノベーショ

ン」等の本学の特色・強みの強化及び教育のグローバル化の推進を図

る観点から、優秀な若手、外国人教員及び外国における教育研究歴の

ある教員に各課程・専攻を担当させる。 

 

○ TECH LEADER（専門的な知識・技術を有し、自らの専門性を発揮して、

チームのメンバーとともに解決策を提案・実行できる人材）を育成す

るための教育機能の強化を図るため、ＰＢＬ（課題解決型学習）やア

クティブラーニングのためのスペースやラーニングコモンズなど、学

生が主体的に学習できるスペースを整備する。 

 

○ 教育の質を恒常的に検証するため、学生、卒業・修了生、就職先企

業、保護者などステークホルダーの意見や期待等を聴取するための体

系的な各種アンケートを実施する。これらのアンケートにより明らか

になった課題を改善するとともに、改善状況を確認・検証するなど、

ＰＤＣＡサイクルを機能させる。 

○ 毎年、全教員の４分の３以上の者が必ずＦＤ（ファカルティ・ディベ

ロップメント）活動に参加し、教育力向上のための不断の努力を行う

よう教員ＦＤ研修会、授業公開による教員相互評価、担当教員による

授業評価等を実施する。また、役職者が学生から直接意見を聴取する

機会を新たに設け、教育プログラムの改善に学生が参画するシステム

を構築する。これらの取組より明らかとなった課題・問題点を改善・

解消するとともに、改善等の状況を確認・検証するなど、ＰＤＣＡサ

イクルを機能させる。 

 

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

 

 

 

4-1 

 

 

 

 

5-1 

 

 

 

 

 

6-1 

 

 

 

 

6-2 
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  ○ 学生が主体的に学習できる機会を提供する。 

 

 

 

 

 

  ○ 学生目線に立った学習支援・生活支援を実施する。 

 

 

 

（４）入学者選抜に関する目標 

 

  ○ 多様な試験形態により、求める能力、適性を多面的かつ総合

的に判断する入学者選抜を実施する。 

 

 

 

 

２ 研究に関する目標 

 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標 

 

 ○ 本学の特色ある工学系専門分野の技術を融合し、イノベーシ

ョンを創出するための研究を推進する。 

 

 

 

 

 

○ 第２期中期目標期間において優れた成果を上げている、体験型アクテ

ィブラーニングやボランティア活動等のサービスラーニングの推進を

目的とした「学生と教員の共同プロジェクト」を引き続き実施すると

ともに、正規課程外の外国語の運用能力向上のためのプログラムを提

供する。 

 

○ 各種アンケート等で学生支援に対する学生のニーズを十分に把握し、

学生支援（学生個人の特性に応じた学習支援システム「総合型ポート

フォリオ」、障がい者支援等）の内容を充実させる。 

 

（４）入学者選抜に関する目標を達成するための措置 

 

○ 高大接続改革を踏まえ、志願者の能力、適性や活動歴などを多面的か

つ総合的に評価する本学独自の入学者選抜である「ダビンチ（ＡＯ）

入試」において、募集人員を 10％以上増加させる。 

○ 国際化を図る観点から、英語スピーキングテストの導入など、志願者

の実践的外国語運用能力を評価基準とする入試改革を実施する。 

 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 

 

○ 第２期中期目標期間までに実施した世界一線級の研究ユニットの誘致

やプロジェクト研究をさらに推進させ、国内外の卓越した研究者と共

同して、本学が実績や特色を有する分野（「デザイン・建築」、「繊

維・高分子」及び「グリーンイノベーション」等）の研究を重点的に

推進する。それらの研究成果により、例えば、「分野別ＱＳ世界ラン

キング」等の世界的に認知度の高い分野別世界大学ランキングでのラ

 

7-1 

 

 

 

 

 

8-1 

 

 

 

 

 

9-1 

 

 

9-2 

 

 

 

 

 

 

10-1 
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  ○ 産学官の連携を強化し、研究成果の社会実装化を推進する。 

 

 

 

（２）研究実施体制等に関する目標 

 

 ○ 重点戦略分野や融合領域分野の研究を組織的に推進する体制

を整備する。 

 

 

 

 

 

 ○ 教員が効果的かつ効率的に研究できる環境を整備する。 

 

 

 ○ 若手研究者や女性研究者に対する支援を充実させ、研究活動

を活性化させる。 

 

 

 

ンク入りを目指す。 

○ 昆虫先端研究推進センターにおいて、昆虫科学研究の中核的研究拠点

として、国内外との共同利用・共同研究を推進する。 

○ 国内外の大学や企業等と情報交換・意見交換等を実施し、それらを通

じて得たニーズと本学のシーズのマッチングにより、社会実装化に繋

がるヘルスサイエンス等の分野融合型の研究プロジェクトを推進す

る。 

 

  ○ 産学官連携コーディネーター等を有効に活用し、グローバルに展開す

る企業や地域の中小企業等と連携して、戦略的な共同研究・受託研究

等を実施し、外部資金の受入額を 10％程度増加させる。 

 

（２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置 

 

  ○ 卓越した研究力を有する研究者５名以上を、グローバルエクセレンス

（外国人ユニットや若手研究者が所属する教員組織）等に配置し、学

内の重点分野の研究を推進する。 

  ○ 学系を超えた教員の交流の場の提供やＵＲＡ（リサーチ・アドミニス

トレーター）の拡充等により、学内の連携を強化し、分野や職階を超

えたチームでの研究を推進する体制を整備する。 

 

  ○ キャンパスマスタープランに基づく学内外の共同利用施設や設備マス

タープランに基づく共同利用設備等を計画的に整備し、活用する。 

 

  ○ 若手研究者が能力を最大限に発揮し、自立的な研究を推進できるよ

う、若手研究者に対する支援（研究費の重点配分等）を充実させる。 

  ○ 女性研究者が安心して継続的に研究を推進できるよう、女性研究者に

対する支援（出産・育児等で支援を必要とする者への研究支援員の配

置等）を充実させる。 

 

10-2 

 

10-3 

 

 

 

 

11-1 

 

 

 

 

 

12-1 

 

 

12-2 

 

 

 

13-1 

 

 

14-1 

 

14-2 
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 ○ 研究業績を多面的に検証し、研究の質を向上させる。 

 

 

３ 社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関す

る目標 

 

 ○ 小中高大連携の推進や社会人教育等により、地域社会の教育

に貢献する。 

 

 ○ 本学が有する知的資源を地域産業界に還元し、地域産業の振

興に貢献する。 

 

 

 

 

 

 ○ 地域の自治体・産業界と連携し、地域を志向した教育研究を

全学的に推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ その他の目標 

（１）グローバル化に関する目標 

 

  ○ 教員の研究業績を組織的に収集し、多面的な分析に基づき活性化の措

置を講じる。 

 

３ 社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関する目標を

達成するための措置 

 

  ○ 地元教育委員会や市民のニーズを踏まえ、京都府域の小中高等学校へ

の出前授業・体験学習や社会人向け公開講座等を実施する。 

 

  ○ 技術者の再教育等を図る社会人教育や、中小企業等との定期的な情報

交換・意見交換等を通じて得たニーズを踏まえた技術支援・技術指導

を実施する。 

  ○ 地域産業のグローバル化に貢献するため、国内外の卓越した研究者を

交えたセミナーを平成 28～30 年度においては年８回程度、平成 31～33

年度においては年 12 回程度実施する。 

 

  ○ 地域に関する学習や地元企業等でのインターンシップを充実させ、学

校教育 16 年を見通した体系的なカリキュラムを構築する。併せて、若

者の地域定着、地域活性化に貢献するため、京都府北部における理工

系人材を育成するためのプログラムを開設するなど、地元企業等への

就職率を 10％以上増加させる。 

  ○ 地方自治体や地元企業等と定期的な情報交換・意見交換等を実施し、

それらを通じて得たニーズと本学のシーズのマッチングにより、京都

府域の地域産業振興、文化・芸術振興、まちづくり等に貢献する教育

研究を推進する。 

 

４ その他の目標を達成するための措置 

（１）グローバル化に関する目標を達成するための措置 

 

15-1 

 

 

 

 

 

16-1 

 

 

17-1 

 

 

17-2 

 

 

 

18-1 

 

 

 

 

18-2 
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 ○ 「デザイン・建築」、「繊維・高分子」及び「グリーンイノ

ベーション」の３つの分野において、アジア地域の中心とな

る教育研究拠点を形成し、これまでの実績をもとにさらに先

導的試行に挑戦し、我が国の社会のグローバル化を牽引す

る。 

 

 

 

 

 ○ 海外の大学・企業等との連絡を強化するため、連携拠点を海

外に整備する。 

 

 ○ 外国人留学生の受入、日本人学生の海外留学の双方向での国

際交流を推進させる。 

 

 

 

 

 

 ○ 外国人留学生に対する支援や海外に留学する日本人学生に対

する支援を充実させる。 

 

 

 

 

 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

１ 組織運営の改善に関する目標 

 

  ○ 第２期中期目標期間において「デザイン・建築」分野を中心に実施し

たユニット誘致をさらに推進し、「デザイン・建築」、「繊維・高分

子」及び「グリーンイノベーション」の３つの分野において、世界一

線級研究者ユニットを新たに誘致し、国際混成チームでの教育研究を

推進する。それらにより、論文全体に占める海外の研究者との共著論

文の割合を 25％以上とする。 

  ○ 本学内に日本人学生・外国人留学生・本学教員・誘致研究者等が活発

に交流できる場を整備・運用する。 

 

  ○ 海外の大学との派遣・受入に関する調整や海外の企業等との調整等の

活動を実施する連携拠点を海外に３カ所以上整備する。 

 

  ○ 国際交流協定について、戦略的に協定校を選定し、協定校数を 20％程

度増加させる。 

  ○ 外国人留学生の受入を推進し、大学院学生に占める外国人留学生の割

合を 30％以上にする。 

  ○ 日本人学生の海外留学を推進し、大学院学生に占める海外留学経験者

の割合を 25％以上にする。 

 

  ○ 外国人留学生の受入推進に伴い、外国人留学生に対するチューターに

よる学習支援、宿舎確保等の生活支援、日本企業への就職支援等を実

施する。 

  ○ 日本人学生の海外留学推進に伴い、海外へ留学する日本人学生に対す

る留学前の事前教育等の支援、留学先での現地サポート等の支援を実

施する。 

 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

 

19-1 

 

 

 

 

 

19-2 

 

 

20-1 

 

 

21-1 

 

21-2 

 

21-3 

 

 

22-1 

 

 

22-2 
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  ○ 学長のリーダーシップにより、本学の強みや特色を生かした

教育研究・社会貢献等を重点的に実施できる体制を構築す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○ 人事・給与システムを弾力化し、多様な優れた人材を確保す

る。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○ 第２期中期目標期間に構築した大学全体に係る運営戦略の企画・立案

・実行体制の下で、学長を中心にガバナンスの機能状況を検証し、検

証結果に基づきガバナンス体制を不断に見直す。 

  ○ 大学戦略の基礎となる情報の収集及び分析機能等を強化するため、学

長をサポートするＩＲ（インスティテューショナル・リサーチ）組織

を整備する。 

  ○ 監事との定期的な意見交換の場を設けるなど、監事のサポート体制を

整備し、監事機能の強化を図る。 

  ○ 地域の自治体・産業界や保護者等の学外者の意見を聴取する機会を定

期的に設け、それらを通じて明らかとなった大学に対する意見・要望

等を大学運営に活用する。 

 

  ○ 「職位比率プロポーション改革」（教授を削減し、助教を増加させ

る）を実施し、退職金に係る運営費交付金の積算対象となる教員につ

いて、40 歳未満の助教を 25 名程度増加させる。 

  ○ 年俸制や混合給与による多様な人材の雇用を促進し、国際通用性のあ

る適切な業績評価及び処遇への反映を実施するとともに、退職金に係

る運営費交付金の積算対象となる教員について、年俸制適用者を 50 名

以上増加させる。 

  ○ 複雑で専門的な業務を支援するため、高度で専門的な能力を有する人

材を多様な形態（年俸制・時給制やフルタイム・パートタイム等）で

雇用する。 

  ○ 国内外の優秀な人材を確保するために、本学独自の財源によるテニュ

アトラック制度を構築し、教員採用者全体に占める当該制度による採

用者の割合を 40％以上にする。 

  ○ 外国での教育研究歴のある教員を積極的に採用することなどにより、

教員に占める外国での教育研究歴のある教員の比率を 50％程度にす

る。 

 

23-1 

 

 

23-2 

 

 

23-3 

 

23-4 

 

 

 

24-1 

 

 

24-2 

 

 

 

24-3 

 

 

24-4 

 

 

24-5 
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  ○ 能力を研鑽する多様な機会を提供し、教職員の能力を向上さ

せる。 

 

 

 

 

  ○ 全学的な運営戦略に基づき、学内資源を有効に活用する。 

 

 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標 

 

  ○ 本学の強み、特色を最大限に強化するための教育研究組織に

再構築する。 

 

 

３ 事務等の効率化・合理化に関する目標 

 

  ○ 本学の教育研究・社会貢献機能を強化するために、機動的に

法人を運営できる事務組織に再構築する。 

 

 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 

１ 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標 

 

  ○ 女性教職員を積極的に採用し、教員に占める女性の比率を 15％以上、

職員に占める女性の比率を 35％以上にする。また、管理職等の指導的

地位への女性登用を推進し、役員のうち１名以上、管理職の 25％以上

を女性で登用する。 

 

  ○ グローバル化に対応できる人材を育成するために、年間 10 名程度の教

職員を海外の教育・研究機関に長期派遣する。 

  ○ 事務職員・技術職員の能力の向上を図るため、研修等を充実させ、英

語の運用能力については、職員に占めるＴＯＥＩＣ730 点以上（又はこ

れに相当する能力）を有する者の比率を 20％程度にする。 

 

  ○ 学長のリーダーシップの下で、組織的に検討した運営戦略に基づき、

重点的に推進すべき分野・領域に、学内資源を戦略的に配分する。 

 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

 

  ○ 機能強化のために平成 27 年度までに実施した教育研究組織の各種改革

を踏まえ、教育組織・教員組織の在り方について検証し、教育と研究

が効果的に連携して実施できる体制とする。 

 

３ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

 

  ○ 事務組織を業務内容により分類し体系化するとともに、業務内容によ

っては教員と職員合同で構成される組織を設置するなど、教職協働を

より一層推進する体制に強化する。 

 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標を達成する

ための措置 

24-6 

 

 

 

 

25-1 

 

25-2 

 

 

 

26-1 

 

 

 

 

27-1 

 

 

 

 

 

28-1 
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 ○ 安定的な財務基盤を確立し、教育研究を推進させるために、

外部資金の獲得額を増加させる。 

 

 

２ 経費の抑制に関する目標 

 

○ 効率的な予算の執行を行い、経費の削減・抑制に努める。 

 

 

 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標 

 

  ○ 大学が保有する資産（施設・設備・資金）の有効活用を推進

する。 

 

 

 

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 

 

１ 評価の充実に関する目標 

 

  ○ 大学の活動全般について、自己点検・評価、外部評価を充実

させ、教育研究の質の向上及び業務運営の改善を図る。 

 

 

２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標 

 

○ 教育研究活動の情報を積極的に発信し、大学の知名度を高め

 

 ○ 「収入比率プロポーション改革」（収入に占める外部資金の割合を増

加させる）を実施し、外部資金（補助金等収入、科研費を含む）の獲

得額を収入全体（施設費を除く）の 20％以上とする。 

 

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

 

○ 効率的な予算執行を行うとともに、予算執行状況調査や財務指標等に

よる財務分析の活用などにより管理的経費を削減し、原則、一般管理

費比率を５％未満に抑制する。 

 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

 

○ 学内の施設・設備について、共同プロジェクト研究や大学ＣＯＣ事業

等での共同利用を促進し、学内外者の利用を推進する。 

○ 短期・長期の収入・支出状況を精緻に見積もることにより資金状況を

正確に把握し、余裕資金を安全かつ効果的な手段で運用する。 

 

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するた

めにとるべき措置 

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

   

○ 教育研究活動及び管理運営の状況について、定期的に多面的な自己点

検・評価、外部評価を実施し、評価結果を業務改善に活用するととも

に、その内容を学内外に公表する。 

 

２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置 

 

○ 学内の教育研究成果を迅速に把握・発信できる体制を整備し、広報戦

 

29-1 

 

 

 

 

 

30-1 

 

 

 

 

 

31-1 

 

31-2 

 

 

 

 

 

 

32-1 

 

 

 

 

 

33-1 



（法人番号 ５４）   （大学名） 京都工芸繊維大学 

- 14 - 
 

る。 

 

 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標 

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標 

 

  ○ 本学の教育研究・社会貢献機能を強化するために、快適なキ

ャンパス環境を計画的に整備する。 

 

２ 安全管理に関する目標 

 

 ○ 全学的な安全管理体制を強化させるとともに、教職員及び学

生の安全に対する意識の啓発に努める。 

 

 

 

 

 

３ 法令遵守等に関する目標 

 

 ○ 学内規則を含めた法令遵守や情報管理の徹底を図り、適正な

大学運営を行う。 

 

 

 

 

  ○ 研究における不正行為の発生を防止するための管理体制を強

化する。 

 

略に基づき、発信する情報内容を充実させるとともに、多様な広報媒

体により、多面的な広報活動を行う。 

 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置 

 

○ 機能強化の観点から、改定したキャンパスマスタープランに基づき計

画的な施設整備を行う。 

 

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

 

  ○ 毒物・劇物の適正な管理を行うため、「化学物質管理システム」への

登録を徹底させ、定期的に内部監査を実施して登録・管理状況を確認

することにより、全ての試薬の登録を行う。 

  ○ 教職員及び学生の環境・安全に対する意識を向上させるため、環境マ

ネジメントシステム研修（ＥＭＳ研修（学部４年次生は参加必須））

や防災訓練など環境・安全に関する研修等を年７回以上実施する。 

 

３ 法令遵守等に関する目標を達成するための措置 

 

  ○ 構成員の法令遵守に対する意識を向上させるための研修等を年１回以

上実施する。また、情報セキュリティ基本方針に基づき、情報セキュ

リティ対策を継続するとともに、啓発のための研修等を年１回以上実

施する。さらに、法令遵守や情報管理についての内部監査を定期的に

実施し、監事による総括を行う。 

 

  ○ 研究倫理の向上を図るため、教員や学生に対し研究倫理に関する研修

等を年１回以上実施する。実施にあたっては、理解度テストを継続的

に実施し、研修の効果の把握・改善等に活用する。また、博士論文等

 

 

 

 

 

 

34-1 

 

 

 

 

35-1 

 

 

35-2 

 

 

 

 

 

36-1 

 

 

 

 

 

37-1 
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○ 研究費の不正使用の発生を防止するための管理体制を強化す

る。 

に対し、ソフトを用いた不正引用チェック等を実施するなど、研究不

正防止のための管理体制を強化する。 

 

  ○ 「公的研究費の不正防止計画｣及び「公的研究費の不正防止等対応マニ

ュアル」を必要に応じて見直すとともに、公的研究費の適正な使用に

関する研修等や内部監査を実施する。 

 

 

 

 

38-1 

 Ⅵ 予算（人件費の見積を含む）、収支計画及び資金計画 

  別紙参照 

 

 

Ⅶ 短期借入金の限度額 

１．短期借入金の限度額 

   1,218,617千円 

 

２．想定される理由 

運営費交付金の受入遅延及び事故の発生等により、急に必要となる対策

費として借り入れることが想定されるため。 

 

 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

   なし 

 

 

Ⅸ 剰余金の使途 

   教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 
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Ⅹ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

１．施設・整備に関する計画 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 

実験研究棟（デザイン

工学系） 

 

小規模改修（電話交換

機更新等） 

総額 

５３３ 

施 設 整 備 費 補 助 金

（377） 

 

（独）大学改革支援・学

位授与機構施設費交付金

（156） 

 （注１）金額については見込みであり、上記のほか、業務の実施状況等を勘案し

た施設・設備整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加され

ることもあり得る。 

 （注２）小規模改修について平成 28 年度以降は平成 27 年度同額として試算して

いる。 

     なお、各事業年度の（独）大学改革支援・学位授与機構施設費交付金に

ついては、事業の進展等により所要額の変動が予想されるため、具体的な

額については、各事業年度の予算編成過程等において決定される。 

 

２．人事に関する計画 

（１）教育研究の充実を図るため、戦略的な教員配置を推進する。 

（２）教育研究の持続ある発展を図るため、優れた人材を確保する方策を実

施する。 

（３）教職員の資質向上を図るため、研修をより充実させる。 

（４）教職員の活動意欲の向上を図るため、適正な人事評価を行い、給与等

の処遇に反映する。 

（参考）中期目標期間中の人件費総額の見込み  

28,293 百万円（退職手当は除く） 
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３．中期目標期間を超える債務負担・PFI 事業、長期借入金、リース資産 

   なし 

 

４．積立金の使途 

前中期目標期間繰越積立金については、次の事業の財源に充てる。 

    １．京都府北部・北近畿における地域拠点の環境整備の一部 

    ２．その他教育、研究に係る業務及びその附帯業務 
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中期目標 中期計画 

別表１（学部、研究科等） 

 

学部 工芸科学部 

研究科 工芸科学研究科 

 

 

 

 

 

 

別表（収容定員） 

 

学 

部 
工芸科学部    ２，４３２人 

研 

究 

科 

 

工芸科学研究科  １，２００人   うち修士課程   １，０２０人 

                     博士課程     １８０人 

 

 

 

 



大学等名  京都工芸繊維大学

（単位：百万円）

金　　額

　収入

運営費交付金 28,788

施設整備費補助金 377

大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 156

自己収入 15,375

授業料及び入学料検定料収入 14,974

財産処分収入 0

雑収入 401

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 4,240

長期借入金収入 0

48,936

支出

(別紙)予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

平成28年度～平成33年度　予算

区　　分

計

１．予算

　支出

業務費 44,163

教育研究経費 44,163

施設整備費 533

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 4,240

長期借入金償還金 0

48,936

［人件費の見積り］

中期目標期間中総額28,293百万円を支出する。（退職手当は除く。）

　注）人件費の見積りについては、平成29年度以降は平成28年度の人件費見積り額を踏まえ試算

　　している。

　注）退職手当については、国立大学法人京都工芸繊維大学職員退職手当規則に基づいて支給する

　　こととするが、運営費交付金として交付される金額については、各事業年度の予算編成過程

　　において国家公務員退職手当法に準じて算定される。

　注）組織設置に伴う学年進行の影響は考慮していない。

計



［運営費交付金の算定方法］

○　毎事業年度に交付する運営費交付金は、以下の事業区分に基づき、それぞれに対応した数式

　により算定して決定する。

Ⅰ〔基幹運営費交付金対象事業費〕

　　①「教育研究等基幹経費」：以下の事項にかかる金額の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年

　　　度におけるＤ（ｙ）。

        ・　学部・大学院の教育研究に必要な教職員のうち、設置基準に基づく教員にかかる給

　　　　　与費相当額及び教育研究経費相当額。

        ・　学長裁量経費。

　　②「その他教育研究経費」：以下の事項にかかる金額の総額。Ｅ（ｙ－１）は直前の事業年

　　　度におけるＥ（ｙ）。

　　　　・　学部・大学院及び附属学校の教育研究に必要な教職員（①にかかる者を除く。）の

　　　　　人件費相当額及び教育研究経費。

　　　　・　附属施設等の運営に必要となる教職員の人件費相当額及び事業経費。

        ・　法人の管理運営に必要な職員（役員を含む）の人件費相当額及び管理運営経費。

        ・　教育研究等を実施するための基盤となる施設の維持保全に必要となる経費。

　　③「機能強化経費」：機能強化経費として、当該事業年度において措置する経費。

　〔基幹運営費交付金対象収入〕

　　④「基準学生納付金収入」：当該事業年度における入学定員数に入学料標準額を乗じた額及

　　　び収容定員数に授業料標準額を乗じた額の総額。（平成28年度入学料免除率で算出される

免除相当額については除外。）　　　免除相当額に いては除外。）

  　⑤「その他収入」：検定料収入、入学料収入（入学定員超過分等）、授業料収入（収容定員

　　　超過分等）及び雑収入。平成28年度予算額を基準とし、第３期中期目標期間中は同額。

Ⅱ〔特殊要因運営費交付金対象事業費〕

　　⑥「特殊要因経費」：特殊要因経費として、当該事業年度において措置する経費。

運営費交付金 ＝ Ａ（ｙ）＋ Ｂ（ｙ）



１．毎事業年度の基幹運営費交付金は、以下の数式により算定する。

　　Ａ（ｙ）＝ Ｄ（ｙ）＋ Ｅ（ｙ）＋ Ｆ（ｙ）－ Ｇ（ｙ）

　（１）Ｄ（ｙ）＝ Ｄ（ｙ－１）× β（係数）

　（２）Ｅ（ｙ）＝｛Ｅ（ｙ－１）× α（係数）｝× β（係数）± Ｓ（ｙ）± Ｔ（ｙ）

　　　　　　　　　＋ Ｕ（ｙ）

　（３）Ｆ（ｙ）＝ Ｆ（ｙ）

　（４）Ｇ（ｙ）＝ Ｇ（ｙ）

--------------------------------------------------------------------------------------

　　Ｄ（ｙ）：教育研究等基幹経費（①）を対象。

　　Ｅ（ｙ）：その他教育研究経費（②）を対象。

　　Ｆ（ｙ）：機能強化経費（③）を対象。なお、本経費には新たな政策課題等に対応するため

　　　　　　　に必要となる経費を含み、当該経費は各事業年度の予算編成過程において当該事

　　　　　　　業年度における具体的な額を決定する。

　　Ｇ（ｙ）：基準学生納付金収入（④）、その他収入（⑤）を対象。

　　Ｓ（ｙ）：政策課題等対応補正額。

            　新たな政策課題等に対応するための補正額。各事業年度の予算編成過程において

              当該事業年度における具体的な額を決定する。

　　Ｔ（ｙ）：教育研究組織調整額。

           　 学部・大学院等の組織整備に対応するための調整額。

            　各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決定

　　　　　　　する。

　　Ｕ（ｙ）：教育等施設基盤調整額。

施設マネジメントにおける維持管理の状況に対応するための調整額。           　 施設マネジメントにおける維持管理の状況に対応するための調整額。

          　  各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決定

　　　　　　　する。

２．毎事業年度の特殊要因運営費交付金は、以下の数式により算定する。

　　Ｂ（ｙ）＝ Ｈ（ｙ）

--------------------------------------------------------------------------------------

　　Ｈ（ｙ）：特殊要因経費（⑥）を対象。なお、本経費には新たな政策課題等に対応するため

　　　　　　　に必要となる経費を含み、当該経費は各事業年度の予算編成過程において当該事

　　　　　　　業年度における具体的な額を決定する。

　【諸係数】

α（アルファ）：機能強化促進係数。△0.9％とする。

              　第３期中期目標期間中に各国立大学法人における教育研究組織の再編成等を通じ

　　　　　　　　た機能強化を促進するための係数。

β（ベータ）：教育研究政策係数。

              物価動向等の社会経済情勢等及び教育研究上の必要性を総合的に勘案して必要に

　　　　　　　応じ運用するための係数。

              各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係数値を決定

　　　　　　　する。

注）中期計画における運営費交付金は上記算定方法に基づき、一定の仮定の下に試算されたもの

　であり、各事業年度の運営費交付金については、予算編成過程において決定される。

　　なお、運営費交付金で措置される「機能強化経費」及び「特殊要因経費」については、平成

　29年度以降は平成28年度と同額として試算しているが、教育研究の進展等により所要額の変動



　が予想されるため、具体的な額については、各事業年度の予算編成過程において決定される。

注）施設整備費補助金、大学改革支援・学位授与機構施設費交付金及び長期借入金収入は、「施

　設・設備に関する計画」に記載した額を計上している。

注）自己収入並びに産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、平成28年度の受入見込額

　により試算した収入予定額を計上している。

注）産学連携等研究収入及び寄附金収入等は、版権及び特許権等収入を含む。

注）業務費及び施設整備費については、中期目標期間中の事業計画に基づき試算した支出予定額

　を計上している。

注）産学連携等研究経費及び寄附金事業費等は、産学連携等研究収入及び寄附金収入等により行

　われる事業経費を計上している。

注）長期借入金償還金については、変動要素が大きいため、平成28年度の償還見込額により試算

　した支出予定額を計上している。



大学等名  京都工芸繊維大学

（単位：百万円）

金　　額

費用の部 48,800

経常費用 48,800

業務費 43,804

教育研究経費 9,716

受託研究費等 3,605

役員人件費 546

教員人件費 21,661

職員人件費 8,276

一般管理費 2,593

財務費用 0

雑損 0

減価償却費 2,403

臨時損失 0

２．収支計画

平成28年度～平成33年度　収支計画

区　　分

収入の部 48,800

経常収益 48,800

運営費交付金収益 28,788

授業料収益 10,492

入学金収益 2,035

検定料収益 498

受託研究等収益 3,605

寄附金収益 578

財務収益 40

雑益 361

資産見返負債戻入 2,403

臨時利益 0

純利益 0

総利益 0

注）受託研究費等は、受託事業費、共同研究費及び共同事業費を含む。

注）受託研究等収益は、受託事業収益、共同研究収益及び共同事業収益を含む。



大学等名  京都工芸繊維大学

（単位：百万円）

金　　額

資金支出 49,539

業務活動による支出 46,397

投資活動による支出 2,538

財務活動による支出 0

次期中期目標期間への繰越金 604

資金収入 49,539

業務活動による収入 48,402

運営費交付金による収入 28,788

授業料及び入学料検定料による収入 14,974

受託研究等収入 3,605

寄附金収入 635

その他の収入 400

投資活動による収入 533

区　　分

３．資金計画

平成28年度～平成33年度　資金計画

投資活動による収入 533

施設費による収入 533

その他の収入 0

財務活動による収入 0

前中期目標期間よりの繰越金 604

注）施設費による収入には、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構における施設費交付事業

　にかかる交付金を含む。
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